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別記様式第 1号 別添 

浜の活力再生プラン 

令和４～８年度 

第 1 期 
１ 地域水産業再生委員会 

組織名 相馬市原釜・磯部地区地域水産業再生委員会 

代表者名 会長 今野 智光（相馬双葉漁業協同組合相馬原釜地区代表） 

再生委員会の構成員 相馬市 

相馬双葉漁業協同組合（相馬原釜地区、磯部地区） 

オブザーバー 福島県（水産課、水産事務所、水産資源研究所） 

対象となる地域の範囲

及び漁業の種類 

福島県相馬市相馬原釜地区 

・相馬双葉漁業協同組合（相馬原釜地区）

所属漁業者数：335名 

沖合底引き網漁業(23)、小型機船底びき網

(48)、機船船びき網(171)、さし網(68)、かご

(143)、固定式さし網(117)、どう(5)、地びき

網(2)、潜水器(12) 

福島県相馬市磯部地区 

・相馬双葉漁業協同組合（磯部地区）

所属漁業者数：46名 

小型機船底びき網(16)、機船船びき網(33)、さ

し網(16)、かご(35)、固定式さし網(18)、つぼ

(2)、どう(13)、小型定置(1)

※ かっこ内の数字は、漁業許可数。

２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等

 相馬双葉漁業協同組合相馬原釜地区及び磯部地区（以下「当地区」）は福島

県沿岸部の北部に位置する相馬市にある。 

震災以前の当地区では、宮城県漁業者との入会区域を含めた仙台湾南部の

豊かな漁場を活かして、沖合底びき網を中心に様々な漁法が営まれており、震
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災前の平成 22年は、水揚量 1万 3千トン、水揚金額 49億円であったが、平成

23 年 3 月の東日本大震災（以下、震災）の津波により甚大な被害を受けた。

震災前に実施されていた宮城県漁業者との入会も、震災後の放射能の影響に

より停止され、現在まで再開されていない。 

福島県の沿岸漁業（沖合底びき網漁業含む）は、震災後に操業を自粛し、平

成 24年から試験操業が開始された。当地区は流通拠点漁港であり、復旧が優

先されたため、水揚げの拠点である相馬原釜魚市場の再開は平成 24年 6月、

競り、入札の再開は平成 29年 3月であった。 

現在の相馬原釜地区は正組合員数 335名、准組合員 14名、漁船隻数 157隻、

磯部地区は正組合員数 46名、准組合員 3名、漁船隻数 23隻となっている。 

再開された魚市場では、福島県の買受業者のほか、宮城県の買受業者が入札

に参加し、ヒラメ・カレイ類等の流通・販路拡大に取組んできた。しかし、令

和 4 年 3 月の福島沖地震により荷さばき施設等に大きな被害が生じた。試験

操業が令和 3年 3月末に終了し、本格的な操業へ移行する段階へ進んだ現在、

今後の漁獲量増加に対応するために施設の修繕のほか、生産から流通、消費に

至る総合的な取組が必要となっている。 

（２）その他の関連する現状等

〇トラフグ延縄への着業 

 近年、高級魚であるトラフグの来遊量が増加していることから、着業する

漁業者が増えている。新規魚種のため漁業技術や付加価値形成に関するノウ

ハウに乏しいことから、相馬双葉漁業協同組合全体で、ブランド化及び資源

管理を行うこととしている。令和４年１月にはトラフグの名称を「福とら」

と命名し、ブランドの対象となる大きさ等の規格を定めたほか、今後は相馬

市観光協会をはじめとする地域関係者との推進協議会に参加することで、

｢福とら｣のブランド力向上を図ることとしている。 

○がんばる漁業復興支援事業（以下「がんばる漁業」）の実施

・相馬双葉地区沖合底びき網部会

相双漁協の沖合底びき船全隻(23 隻、すべて相馬原釜地区所属船)は、

令和 2 年 9 月からがんばる漁業による水揚げ拡大に取り組んでいる。水

揚日数や曳網回数を増加させることで令和 7 年 6 月までに震災前の約

60％の水揚量まで回復させることを目標に掲げ、資源管理を行いながら計

画的な水揚量拡大を実現している。 
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・相馬双葉地区小型船部会

相馬原釜地区の小型船 48 隻及び磯部地区の小型船 12 隻を含む相双漁

協の小型船は、令和 5 年 1 月からがんばる漁業による水揚げ拡大に取り

組むため、現在調整をすすめている。操業日数、曳網回数、投網数等の漁

獲努力量を増加させることで、令和 9年 12月までに震災前の約 60％の水

揚量まで回復させることを目標としている。 

〇コウナゴの不漁 

 当地区を含む相馬双葉漁業協同組合（以下、相双漁協）では、イカナゴの

稚魚を「コウナゴ」と呼称し、主に 3～5月に船びき網漁業により漁獲して

いた。平成 30年には福島県全体で 1,076トンのコウナゴが水揚げ（試験操

業全体の 26.8％）され、全国的な不漁もあり高単価で取引されたことから、

試験操業における重要魚種となっていた。しかし、翌年の平成 31年にはコ

ウナゴがまったく水揚げされなくなり、現在まで不漁が続いていることか

ら、代替となる魚種の探索が重要となっている。 

３ 活性化の取組方針 

（１）基本方針

【漁業収入向上のための取組】 

①漁獲量拡大による収入向上〈漁獲量向上〉

(1) 本格操業へ向けた操業拡大の取組

・ 平成 23年 3月の原子力発電所事故の影響により、福島県の沿岸漁業は

操業自粛を余儀なくされた。そのなかで、漁業再開に向けた基礎情報を

得るために、小規模な操業と販売により出荷先での評価を調査する「試

験操業」を行ってきた。試験操業は、平成 24年より開始され、徐々に対

象魚種や漁獲量を増やしてきたが、令和 2 年度末時点で、県全体の漁獲

量は震災前の 17％程度にとどまっている。 

令和 3 年 3 月に開催された県下漁業協同組合長会議において、当県漁

業者が、試験操業を終了し本格操業に向け操業拡大に取り組む決定をし

たことを受け、当地区でも、本格操業に向けた移行期における取組を行

うこととなった。それにより、当地区の漁業者は、漁獲量向上等による収

入向上を図る。 

・ 当地区の漁協職員は、消費地市場及び仲買業者から市況情報の聞き取り

を行い、それを漁業者へ周知することで、需要に見合った水揚げ及び流

通の促進を図り、試験操業において得られた県産水産物への評価を損な
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わずに段階的な操業拡大が実施できるよう取り計らう。 

 

 (2) がんばる漁業（相馬双葉地区沖合底びき網部会） 

・ 相双漁協の沖合底びき船全隻(23隻、すべて相馬原釜地区所属船)は、

令和 2 年 9 月から継続しているがんばる漁業により、水揚げ拡大に取り

組む。震災前の約 60％の水揚量まで回復させることを目標に、水揚日数

や曳網回数を増加させることで令和 7 年 6 月までに水揚量の拡大を実施

する。 

 

 (3) がんばる漁業（相馬双葉地区小型船部会） 

・ 当地区の小型船 60隻（相馬原釜地区 48隻及び磯部地区 12隻）は、令

和 5 年 1 月から実施するがんばる漁業により、水揚げ拡大に取り組む。

震災前の約 60％の水揚量まで回復させることを目標に、水揚日数や曳網

回数を増加させることで令和 9年 12 月までに水揚量の拡大を実施する。 

 

◎入会に向けた宮城県漁業者との協議 

・ 当地区は、震災前は宮城入会を含めた地先の区域で操業を行っていた。

しかし震災後、入会が停止されたため、当地区の漁場は狭くなり、漁業者

は満足に漁獲を実施できなくなっている。また、南の漁場へ行く場合、他

地区漁業者との兼ね合いで操業が制限されるほか、本拠地となる地区から

大きく離れる必要があり、燃油代等コストの増大も発生する。このことか

ら、宮城県漁業者と協議し、入会を新たに設定することで、効率的な操業

を再開する。 

 

②鮮度保持機器の活用等による高品質化〈単価向上〉 

 ・ 相馬市の水揚拠点である相馬原釜地方卸売市場（以下「相馬原釜魚市

場」）は、他市場に比べ規模が大きく、漁獲物の競りまでの待ち時間が長

く発生する。そのため、漁獲した活魚の中には、市場へ上げるまで弱る又

は死んでしまい、値段がつかない場合がある。 

それを避けるため、相双漁協では、船上に搭載する酸素発生装置を導入

した。その活用により漁獲物の鮮度保持が可能であると示されたことか

ら、当地区漁業者は、当該装置を活用して活魚の単価向上を図る取組を行

う。 

 ・ 当地区漁業者は、導入した酸素発生装置を活用し、船上に搭載する酸素

発生装置を活用し、単価の高い活魚を高鮮度の状態で水揚げすることで、

単価の向上を図る。 
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③トラフグのブランド化 

・ 従来、当県漁業においてトラフグは重要魚種ではなかったが※1、近年、

高級魚であるトラフグの来遊量が増加し、はえ縄漁業によるトラフグ

の漁獲を行う漁業者が増えている。しかし、当県ではほとんど漁獲がな

かったため、漁業技術や付加価値形成に関するノウハウに乏しい。 

・ このため、漁業者、漁協及び仲買業者は、他県トラフグ取扱先進地へ

出向くなどして積極的な情報収集を行い、取扱い・流通方法を検討、実

行することでブランド化を目指す。さらに、鮮度保持機器を活用し高品

質な状態で水揚げすることで、単価の向上を図る。 

・ また、試験研究機関の指導のもと、漁業者は、トラフグについて、サ

イズ、海域及び漁期の規制等による資源保護を開始する。 

  ※1 当県のトラフグ水揚量は「フグ類」としてまとめられる程度の量しかなかっ

た（カレイ類は 13 種類に分けて集計するなど、重要魚種は細かく集計してい

る）。 

 

④水産業共同利用施設の適切な維持管理（荷さばき施設ほか） 

・ 当地区の荷さばき施設、海水浄化施設、共同集配施設、水産加工施設等

の共同利用施設について、所有者である市及び管理者である漁協は、その

適切な維持管理を行い、当該施設を活用した漁業収入向上のための取組が

円滑に実施できるようにする。 

・ 当地区の荷さばき施設のうち、漁協が所有する部分について、漁協はそ

の適切な維持管理を行い、当該施設を活用した漁業収入向上のための取組

が円滑に実施できるようにする。 

 

【コスト削減のための取組】 

➊水産業共同利用施設の適切な維持管理（上架施設ほか） 

・ 当地区の上架施設、漁具倉庫等の共同利用施設について、所有者である

市及び管理者である漁協は、その適切な維持管理を行い、当該施設を活用

したコスト削減のための取組が円滑に実施できるようにする。 

・ 漁業者は、上架施設を活用し、船底清掃等の漁船メンテナンスを適切

に行うことで、船底付着物による燃費低下を防ぎ燃油使用量を削減す

る。また、漁具倉庫を活用し、漁具の保管を含めたメンテナンスを適切

に行うことで、漁具に係る費用を削減する。 

 

➋省エネ機器等導入 
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 ・ 漁業者は、エンジン等の整備や省エネ機器の導入などにより、燃油使用

量の低減を図る。 

 

❸減速航行 

 ・ 漁業者は、必要以上の航行速度を出さないよう努め、燃油使用量を削減

する。 

 

 

（２）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置 

〇福島県漁業調整規則 

 ・第 21条：資源管理の状況等の報告（漁獲量、操業日数、操業区域などを

県へ報告） 

 ・第 38条：漁具の規制（自家用釣料板びき網及びほっき桁網のふくろ網の

目合制限） 

 ・第 40条：採捕サイズ及び採捕期間の規制（ほっきがい） 

 

【ヒラメ資源の管理】 

○福島海区漁業調整委員会指示第四号 

・ 福島県海面において、全長 30センチメートル未満のヒラメは採捕して

はならない。ただし試験研究機関等が試験研究のために採捕する場合は、

この限りではない。 

・ 平成 5 年から、県内漁業者による取り決めで全長 30cm 未満の水揚げ、

販売の禁止を実施していた。 

・ 震災後は、全長 50㎝未満のヒラメを水揚げしないこととし、実施して

いる。 

 

（３）具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載） 

 １年目（令和４年度） 所得向上率（基準年比）33.4％ 

漁業収入向上の 

ための取組 

①漁獲量拡大による収入向上 

 

 (1) 本格操業へ向けた操業拡大の取組 

・ 当地区漁業者は、本格操業再開へ向けた取組の中、漁

獲量を増加させ、収入向上を図る。 

・ 当地区漁協職員は、消費地市場及び仲買業者から市況

情報の聞き取りを行い、それを漁業者へ周知すること

で、需要に見合った水揚げ及び流通の促進を図り、試験
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操業において得られた県産水産物への評価を損なわず

に段階的な操業拡大が実施できるよう取り計らう。 

 

 (2) がんばる漁業（相馬双葉地区沖合底びき網部会） 

・ 相馬原釜地区の沖合底びき網漁業者は、がんばる漁業

（相馬双葉地区沖合底びき網部会）の取組により、漁獲

量を増加させ、収入向上を図る。 

・ 相馬原釜地区漁協職員は、消費地市場及び仲買業者か

ら市況情報の聞き取りを行い、それを漁業者へ周知す

ることで、需要に見合った水揚げ及び流通の促進を図

り、試験操業において得られた県産水産物への評価を

損なわずに段階的な操業拡大が実施できるよう取り計

らう。 

 

 (3) がんばる漁業（相馬双葉地区小型船部会） 

・ 当地区の漁業者は、令和 5 年 1 月から開始予定のが

んばる漁業（相馬双葉地区小型船部会）の取組により、

漁獲量を増加させ、収入向上を図る。 

・ 相馬原釜地区漁協職員は、消費地市場及び仲買業者か

ら市況情報の聞き取りを行い、それを漁業者へ周知す

ることで、需要に見合った水揚げ及び流通の促進を図

り、試験操業において得られた県産水産物への評価を

損なわずに段階的な操業拡大が実施できるよう取り計

らう。 

 

②鮮度保持機器導入等による高品質化  

・ 当地区漁業者は、船上に搭載する酸素発生装置を活用

し、高級魚種を活魚として水揚げすることで、単価の向

上を図る。 

 

③トラフグのブランド化 

・ 漁業者は、トラフグ取扱先進地（先進地である静岡県

浜名漁協及び舞阪漁港等を想定）において情報収集を行

い、漁協全体によるブランド化に向けた協議を行うとと

もに、トラフグ漁獲方法、水揚げ方法及び販売方法の改

良を行う。 
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・ 漁業者及び漁協は、試験研究機関の指導のもと、トラ

フグについて、サイズ、海域及び漁期の規制等による資

源保護内容の検討を行う。 

 

④水産業共同利用施設の適切な維持管理（荷さばき施設ほ

か） 

・ 当地区の荷さばき施設、海水浄化施設、共同集配施設、

水産加工施設等の共同利用施設について、所有者であ

る市及び管理者である漁協は、その適切な維持管理を

行い、当該施設を活用した漁業収入向上のための取組

が円滑に実施できるようにする。 

 

漁業コスト削減の 

ための取組 

➊水産業共同利用施設の適切な維持管理（上架施設ほか） 

・ 当地区の上架施設、漁具倉庫等の共同利用施設につ

いて、所有者である市及び管理者である漁協は、その適

切な維持管理を行い、当該施設を活用したコスト削減

のための取組が円滑に実施できるようにする。 

・ 漁業者は、上架施設を活用し、船底清掃等の漁船メ

ンテナンスを適切に行うことで、船底付着物による

燃費低下を防ぎ燃油使用量を削減する取組を行う。

また、漁具倉庫を活用し、漁具の保管を含めたメン

テナンスを適切に行うことで、漁具に係る費用を削

減する。 

 

➋省エネ機器等導入 

 ・ 漁業者は、エンジン等を省エネ機器へ換装すること

により、燃油使用量の低減を図る。 

 

❸減速航行 

 ・ 漁業者は、必要以上の航行速度を出さないよう努め、

燃油使用量を削減する。 

 

活用する支援措 

置等 

浜の活力再生・成長促進交付金 

省エネ機器等導入推進事業 

漁船省エネ対策支援事業 
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２年目（令和５年度） 所得向上率（基準年比）46.0％ 

漁業収入向上の 

ための取組 

①漁獲量拡大による収入向上 

 (1) 本格操業へ向けた操業拡大の取組 

・ 当地区漁業者は、本格操業再開へ向けた取組の中、漁

獲量を増加させ、収入向上を図る。 

・ 当地区漁協職員は、消費地市場及び仲買業者から市況

情報の聞き取りを行い、それを漁業者へ周知すること

で、需要に見合った水揚げ及び流通の促進を図り、試験

操業において得られた県産水産物への評価を損なわず

に段階的な操業拡大が実施できるよう取り計らう。 

 

 (2) がんばる漁業（相馬双葉地区沖合底びき網部会） 

・ 相馬原釜地区の沖合底びき網漁業者は、がんばる漁業

（相馬双葉地区沖合底びき網部会）の取組により、漁獲

量を増加させ、収入向上を図る。 

・ 相馬原釜地区漁協職員は、消費地市場及び仲買業者か

ら市況情報の聞き取りを行い、それを漁業者へ周知す

ることで、需要に見合った水揚げ及び流通の促進を図

り、試験操業において得られた県産水産物への評価を

損なわずに段階的な操業拡大が実施できるよう取り計

らう。 

 

 (3) がんばる漁業（相馬双葉地区小型船部会） 

・ 当地区の漁業者は、がんばる漁業（相馬双葉地区小型

船部会）の取組により、漁獲量を増加させ、収入向上を

図る。 

・ 相馬原釜地区漁協職員は、消費地市場及び仲買業者か

ら市況情報の聞き取りを行い、それを漁業者へ周知す

ることで、需要に見合った水揚げ及び流通の促進を図

り、試験操業において得られた県産水産物への評価を

損なわずに段階的な操業拡大が実施できるよう取り計

らう。 

 

②鮮度保持機器導入等による高品質化  

・ 当地区漁業者は、船上に搭載する酸素発生装置を活用

し、高級魚種を活魚として水揚げすることで、単価の向
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上を図る。 

③トラフグのブランド化 

・ 当地区漁業者は、前年にトラフグ取扱先進地において

収集した情報を活用し、トラフグ漁獲方法、水揚げ方法

及び販売方法の改良を実施する。 

・ 漁業者及び漁協は、試験研究機関の指導のもと、漁

獲するトラフグのサイズ、海域及び漁期の規制等によ

る資源保護を開始する。 

 

④水産業共同利用施設の適切な維持管理（荷さばき施設ほ

か） 

・ 漁業収入向上のための取組に必要な共同利用施設の

所有者である市及び管理者である漁協は、荷さばき施

設等について適切な維持管理を行い、当該施設を活用

した漁業収入向上のための取組が円滑に実施できるよ

うにする。 

 

漁業コスト削減の 

ための取組 

➊水産業共同利用施設の適切な維持管理（上架施設ほか） 

・ コスト削減のための取組に必要な共同利用施設の所

有者である市及び管理者である漁協は、上架施設及び

漁具倉庫について適切な維持管理を行い、当該施設を

活用したコスト削減のための取組が円滑に実施できる

ようにする。 

・ 漁業者は、上架施設を活用し、船底清掃等の漁船メ

ンテナンスを適切に行うことで、船底付着物による

燃費低下を防ぎ燃油使用量を削減する取組を行う。

また、漁具倉庫を活用し、漁具の保管を含めたメン

テナンスを適切に行うことで、漁具に係る費用を削

減する。 

 

➋省エネ機器等導入 

 ・ 漁業者は、エンジン等を省エネ機器へ換装すること

により、燃油使用量の低減を図る。 

 

❸減速航行 

 ・ 漁業者は、必要以上の航行速度を出さないよう努め、
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燃油使用量を削減する。 

 

活用する支援措 

置等 

浜の活力再生・成長促進交付金 

省エネ機器等導入推進事業 

漁船省エネ対策支援事業 

 

３年目（令和６年度） 所得向上率（基準年比）58.6％ 

漁業収入向上の 

ための取組 

①漁獲量拡大による収入向上 

 (1) 本格操業へ向けた操業拡大の取組 

・ 当地区漁業者は、本格操業再開へ向けた取組の中、漁

獲量を増加させ、収入向上を図る。 

・ 当地区漁協職員は、消費地市場及び仲買業者から市況

情報の聞き取りを行い、それを漁業者へ周知すること

で、需要に見合った水揚げ及び流通の促進を図り、試験

操業において得られた県産水産物への評価を損なわず

に段階的な操業拡大が実施できるよう取り計らう。 

 

 (2) がんばる漁業（相馬双葉地区沖合底びき網部会） 

・ 相馬原釜地区の沖合底びき網漁業者は、がんばる漁業

（相馬双葉地区沖合底びき網部会）の取組により、漁獲

量を増加させ、収入向上を図る。 

・ 相馬原釜地区漁協職員は、消費地市場及び仲買業者か

ら市況情報の聞き取りを行い、それを漁業者へ周知す

ることで、需要に見合った水揚げ及び流通の促進を図

り、試験操業において得られた県産水産物への評価を

損なわずに段階的な操業拡大が実施できるよう取り計

らう。 

 

 (3) がんばる漁業（相馬双葉地区小型船部会） 

・ 当地区の漁業者は、がんばる漁業（相馬双葉地区小型

船部会）の取組により、漁獲量を増加させ、収入向上を

図る。 

・ 相馬原釜地区漁協職員は、消費地市場及び仲買業者か

ら市況情報の聞き取りを行い、それを、漁業者へ周知す

ることで、需要に見合った水揚げ及び流通の促進を図

り、試験操業において得られた県産水産物への評価を
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損なわずに段階的な操業拡大が実施できるよう取り計

らう。 

 

②鮮度保持機器導入等による高品質化  

・ 当地区漁業者は、船上に搭載する酸素発生装置を活用

し、高級魚種を活魚として水揚げすることで、単価の向

上を図る。 

 

③トラフグのブランド化 

・ 当地区漁業者は、トラフグ漁獲方法、水揚げ方法及び

販売方法の改良を継続する。 

・ 漁業者及び漁協は、試験研究機関の指導を踏まえ、関

係者間での協議の上で、漁獲するトラフグのサイズ、海

域及び漁期等を最適化し、資源保護を継続する。 

 

④水産業共同利用施設の適切な維持管理（荷さばき施設ほ

か） 

・ 漁業収入向上のための取組に必要な共同利用施設の

所有者である市及び管理者である漁協は、荷さばき施

設等について適切な維持管理を行い、当該施設を活用

した漁業収入向上のための取組が円滑に実施できるよ

うにする。 

 

漁業コスト削減の 

ための取組 

➊水産業共同利用施設の適切な維持管理（上架施設ほか） 

・ コスト削減のための取組に必要な共同利用施設の所

有者である市及び管理者である漁協は、上架施設及び

漁具倉庫について適切な維持管理を行い、当該施設を

活用したコスト削減のための取組が円滑に実施できる

ようにする。 

・ 漁業者は、上架施設を活用し、船底清掃等の漁船メ

ンテナンスを適切に行うことで、船底付着物による

燃費低下を防ぎ燃油使用量を削減する取組を行う。

また、漁具倉庫を活用し、漁具の保管を含めたメン

テナンスを適切に行うことで、漁具に係る費用を削

減する。 
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➋省エネ機器等導入 

 ・ 漁業者は、エンジン等を省エネ機器へ換装すること

により、燃油使用量の低減を図る。 

 

❸減速航行 

 ・ 漁業者は、必要以上の航行速度を出さないよう努め、

燃油使用量を削減する。 

 

活用する支援措 

置等 

浜の活力再生・成長促進交付金 

福島県産水産物競争力強化支援事業 

省エネ機器等導入推進事業 

漁船省エネ対策支援事業 

 

４年目（令和７年度） 所得向上率（基準年比）63.1％ 

漁業収入向上の 

ための取組 

①漁獲量拡大による収入向上 

 (1) 本格操業へ向けた操業拡大の取組 

・ 当地区漁業者は、本格操業再開へ向けた取組の中、漁

獲量を増加させ、収入向上を図る。 

・ 当地区漁協職員は、消費地市場及び仲買業者から市況

情報の聞き取りを行い、それを漁業者へ周知すること

で、需要に見合った水揚げ及び流通の促進を図り、試験

操業において得られた県産水産物への評価を損なわず

に段階的な操業拡大が実施できるよう取り計らう。 

 

 (2) がんばる漁業（相馬双葉地区沖合底びき網部会） 

・ 相馬原釜地区の沖合底びき網漁業者は、がんばる漁業

（相馬双葉地区沖合底びき網部会）の取組により、漁獲

量を増加させ、収入向上を図る。 

・ 相馬原釜地区漁協職員は、消費地市場及び仲買業者か

ら市況情報の聞き取りを行い、それを漁業者へ周知す

ることで、需要に見合った水揚げ及び流通の促進を図

り、試験操業において得られた県産水産物への評価を

損なわずに段階的な操業拡大が実施できるよう取り計

らう。 

 

 (3) がんばる漁業（相馬双葉地区小型船部会） 
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・ 当地区の漁業者は、がんばる漁業（相馬双葉地区小型

船部会）の取組により、漁獲量を増加させ、収入向上を

図る。 

・ 相馬原釜地区漁協職員は、消費地市場及び仲買業者か

ら市況情報の聞き取りを行い、それを漁業者へ周知す

ることで、需要に見合った水揚げ及び流通の促進を図

り、試験操業において得られた県産水産物への評価を

損なわずに段階的な操業拡大が実施できるよう取り計

らう。 

 

②鮮度保持機器導入等による高品質化  

・ 当地区漁業者は、船上に搭載する酸素発生装置を活用

し、高級魚種を活魚として水揚げすることで、単価の向

上を図る。 

 

③トラフグのブランド化 

・ 当地区漁業者は、トラフグ漁獲方法、水揚げ方法及び

販売方法の改良を継続する。 

・ 漁業者及び漁協は、試験研究機関の指導を踏まえ、関

係者間での協議の上で、漁獲するトラフグのサイズ、海

域及び漁期等を最適化し、資源保護を継続する。 

 

④水産業共同利用施設の適切な維持管理（荷さばき施設ほ

か） 

・ 漁業収入向上のための取組に必要な共同利用施設の

所有者である市及び管理者である漁協は、荷さばき施

設等について適切な維持管理を行い、当該施設を活用

した漁業収入向上のための取組が円滑に実施できるよ

うにする。 

 

漁業コスト削減の 

ための取組 

➊水産業共同利用施設の適切な維持管理（上架施設ほか） 

・ コスト削減のための取組に必要な共同利用施設の所

有者である市及び管理者である漁協は、上架施設及び

漁具倉庫について適切な維持管理を行い、当該施設を

活用したコスト削減のための取組が円滑に実施できる

ようにする。 
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・ 漁業者は、上架施設を活用し、船底清掃等の漁船メ

ンテナンスを適切に行うことで、船底付着物による

燃費低下を防ぎ燃油使用量を削減する取組を行う。

また、漁具倉庫を活用し、漁具の保管を含めたメン

テナンスを適切に行うことで、漁具に係る費用を削

減する。 

 

➋省エネ機器等導入 

 ・ 漁業者は、エンジン等を省エネ機器へ換装すること

により、燃油使用量の低減を図る。 

 

❸減速航行 

 ・ 漁業者は、必要以上の航行速度を出さないよう努め、

燃油使用量を削減する。 

 

活用する支援措 

置等 

浜の活力再生・成長促進交付金 

福島県産水産物競争力強化支援事業 

省エネ機器等導入推進事業 

漁船省エネ対策支援事業 

 

５年目（令和８年度） 所得向上率（基準年比）67.6％ 

漁業収入向上の 

ための取組 

①漁獲量拡大による収入向上 

 (1) 本格操業へ向けた操業拡大の取組 

・ 当地区漁業者は、本格操業再開へ向けた取組の中、漁

獲量を増加させ、収入向上を図る。 

・ 当地区漁協職員は、消費地市場及び仲買業者から市況

情報の聞き取りを行い、それを漁業者へ周知すること

で、需要に見合った水揚げ及び流通の促進を図り、試験

操業において得られた県産水産物への評価を損なわず

に段階的な操業拡大が実施できるよう取り計らう。 

 

 (2) がんばる漁業（相馬双葉地区沖合底びき網部会） 

・ 相馬原釜地区の沖合底びき網漁業者は、がんばる漁業

（相馬双葉地区沖合底びき網部会）の取組により、漁獲

量を増加させ、収入向上を図る。 

・ 相馬原釜地区漁協職員は、消費地市場及び仲買業者か
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ら市況情報の聞き取りを行い、それを漁業者へ周知す

ることで、需要に見合った水揚げ及び流通の促進を図

り、試験操業において得られた県産水産物への評価を

損なわずに段階的な操業拡大が実施できるよう取り計

らう。 

(3) がんばる漁業（相馬双葉地区小型船部会）

・ 当地区の漁業者は、がんばる漁業（相馬双葉地区小型

船部会）の取組により、漁獲量を増加させ、収入向上を

図る。

・ 相馬原釜地区漁協職員は、消費地市場及び仲買業者か

ら市況情報の聞き取りを行い、それを漁業者へ周知す

ることで、需要に見合った水揚げ及び流通の促進を図

り、試験操業において得られた県産水産物への評価を

損なわずに段階的な操業拡大が実施できるよう取り計

らう。

②鮮度保持機器導入等による高品質化

・ 当地区漁業者は、船上に搭載する酸素発生装置を活用

し、高級魚種を活魚として水揚げすることで、単価の向

上を図る。

③トラフグのブランド化

・ 当地区漁業者は、実践しているトラフグ漁獲方法、水

揚げ方法及び販売方法の改良を継続する。 

・ 漁業者及び漁協は、試験研究機関の指導を踏まえ、関

係者間での協議の上で、漁獲するトラフグのサイズ、海

域及び漁期等を最適化し、資源保護を継続する。 

④水産業共同利用施設の適切な維持管理（荷さばき施設ほ

か） 

・ 漁業収入向上のための取組に必要な共同利用施設の

所有者である市及び管理者である漁協は、荷さばき施

設等について適切な維持管理を行い、当該施設を活用

した漁業収入向上のための取組が円滑に実施できるよ

うにする。 
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漁業コスト削減の 

ための取組 

➊水産業共同利用施設の適切な維持管理（上架施設ほか） 

・ コスト削減のための取組に必要な共同利用施設の所

有者である市及び管理者である漁協は、上架施設及び

漁具倉庫について適切な維持管理を行い、当該施設を

活用したコスト削減のための取組が円滑に実施できる

ようにする。 

・ 漁業者は、上架施設を活用し、船底清掃等の漁船メ

ンテナンスを適切に行うことで、船底付着物による

燃費低下を防ぎ燃油使用量を削減する取組を行う。

また、漁具倉庫を活用し、漁具の保管を含めたメン

テナンスを適切に行うことで、漁具に係る費用を削

減する。 

 

➋省エネ機器等導入 

 ・ 漁業者は、エンジン等を省エネ機器へ換装すること

により、燃油使用量の低減を図る。 

 

❸減速航行 

 ・ 漁業者は、必要以上の航行速度を出さないよう努め、

燃油使用量を削減する。 

 

活用する支援措 

置等 

浜の活力再生・成長促進交付金 

福島県産水産物競争力強化支援事業 

省エネ機器等導入推進事業 

漁船省エネ対策支援事業 

 

（４）関係機関との連携 

行政（福島県）、水産関係団体（福島県漁業協同組合連合会など）、水産加工業

者、観光業者及びその団体と連携し、プラン実現を推進する。 
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４ 目標 

（１）所得目標

漁業所得の向上

10％以上 

基準年 平成２９～令和２年度平均： 

  漁業所得（構成員総所得）  千円 

目標年 令和８年度： 

  漁業所得（構成員総所得）  千円 

（２）上記の算出方法及びその妥当性
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５ 関連施策 

  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

浜の活力再生・成長

促進交付金 

③水産業共同利用施設の適切な維持管理（荷さばき施

設ほか） 

・ 荷さばき施設等の共同利用施設について適切な

維持管理を行い、漁業収入向上及びコスト削減のた

めの取組が円滑に実施できるようにする。 

福島県産水産物競争

力強化支援事業 

②鮮度保持機器導入等による高品質化

・鮮度保持機器（酸素濃縮装置）を導入。

・単価の向上を図る。

省エネ機器等導入推

進事業 

➋省エネ機器等の導入による燃油費削減

・コスト削減のための取組

省エネ対策支援事業 ➋省エネ機器等の導入による燃油費削減

・漁船船底等の付着物等を除去して摩擦抵抗を軽減し、

燃油費を削減 
・コスト削減のための取組

がんばる漁業復興支

援事業 

①の(2) がんばる漁業（相馬双葉地区沖合底びき網部

会） 

①の(3) がんばる漁業（相馬双葉地区小型船部会）

※関連事業には、活用を予定している国（水産庁以外を含む）、地方公共団体等

の補助金・基金等を記載。ただし、本欄への記載をもって、事業の活用を確約

するものではない。

※具体的な事業名が記載できない場合は、「事業名」は「未定」とし、「事業内容

及び浜の活力再生プランとの関係性」のみ記載する。
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